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アメリカ的経営者教育・管理者教育の導入の日独比較 
― 第2次大戦後の経済成長期を中心に ―
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Ⅰ 問題提起

　第 2 次大戦後，資本主義の世界では，アメリカを覇権の頂点とする新たな経済体制が自由

貿易と国際通貨の制度を基軸として構築されるなかで，市場と資本の世界的連鎖の広がり・深

まりがみられ，そうしたなかで，アメリカの援助を受けるかたちで，ヨーロッパの主要諸国や

日本の復興・発展が実現されてきた。そこでは，アメリカの資金面の援助のみならず，技術や

経営方式の面の支援も大きな役割を果たした。そのような状況のもとで，主要各国では，一般

的に共通する傾向として，アメリカの生産力的方策や大量市場への適応策の導入，事業構造の

変革に合わせた組織構造の導入などがすすんだ
1）
。なかでも，アメリカ主導の生産性向上運動

のなかで同国が外国への移転をとくに重視した領域のひとつが，経営者教育・管理者教育であっ

た
2）
。しかしまた，各国における企業経営の独自的な展開もみられることになった。例えば，ア

1）この点をドイツについて考察した研究として，拙書『戦後ドイツ資本主義と企業経営』森山書店，2009 年

および『現代のドイツ企業――そのグローバル地域化と経営特質――』森山書店，2013 年を参照。

2）C. Kleinschmidt, Der produktive Blick. Wahrnehmung amerikanischer und japanischer Management- 
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メリカの影響が比較的大きかった日本と比べると，ドイツでは，経営者教育・管理者教育の改

革は，アメリカの意図とは異なり，一層特殊的な展開をとげることになった。

　そこで，本稿では，アメリカの経営者教育・管理者教育の導入について，1970 年代初頭ま

での経済成長期を中心に，日本とドイツの比較をとおして考察を行う。そのさい，アメリカの

支援とその影響，国家の関与，教育制度，経営教育における大学の役割のほか，経営者に求め

られる素養・特性，企業内の昇進システムなどにみられる制度的特質・経営慣行，労働市場の

特質などとの関連のなかで分析する。

　こうした問題に関する先行研究をみると，日本およびドイツのそれぞれの国におけるアメリ

カ的経営者教育・管理者教育の導入や経営教育の改革に関する研究成果は多くみられるものの，

両国を比較した研究はきわめて少ない。またそうした国際比較を行った研究では，ある編者に

よって編集された著書において別々の章において異なる著者が日本あるいはドイツの問題を個

別に考察し，同一の著者が統一的な視角から分析するというかたちになっていない場合が多

い
3）
。本稿は，こうした研究上の限界の克服を意図している。

　以下では，まずⅡにおいて戦後におけるアメリカ的経営者教育・管理者教育の導入の社会経

済的背景をみた上で，Ⅲでは，日本におけるアメリカ的営者教育・管理者教育の導入について

考察する。つづくⅣでは，ドイツにおけるアメリカ的経営者教育・管理者教育の導入について

分析する。それらをふまえて，Ⅴでは，本稿における結論を提示することにしたい。

Ⅱ アメリカ的経営者教育・管理者教育の導入の社会経済的背景

　まずアメリカ的経営者教育・管理者教育の導入の社会経済的背景についてみることにしよう。

第 2 次大戦後，管理機能におけるミドル・マネジメントの役割の増大，経営者が担うトップ・

マネジメント機能の重要性の高まりという状況のもとで，日本とドイツのいずれにおいても，

経営者教育，管理者教育が重要な問題となり，その改善のための取り組みが推進されることに

なった。また，上述したように，経営者教育・管理者教育は，アメリカ主導の生産性向上運動

の展開のなかで同国が外国への導入をとくに重視した領域のひとつでもあり，それだけに，そ

und Produktionsmethoden durch deutsche Unternehmer 1950-1985, Akademie Verlag, Berlin, 2002, 
S.173.

3）日本とドイツにおけるアメリカの経営教育手法の導入に関する代表的研究については，本稿で引用されて

いる著書，論文，各種の調査資料を参照。また国際比較を行った研究としては，例えば，R. P. Amdam (ed.), 
Management, Education and Competitiveness. Europe, Japan and the United States, Routledge, London, 
New York, 1996 などがあるが，同書にも同様の問題・限界があてはまるほか，ドイツについて考察した章

が欠如している。また日本では，例えば中山三郎・鶴巻敏夫・岡本秀昭の 3 氏の共著（中山三郎・鶴巻敏夫・

岡本秀昭『これからの教育訓練』日本生産性本部，1966 年）が主要国の監督者訓練の考察を行っているが，

例えばドイツに関する章では，特定の論者の研究に大きく依拠しているほか，考察対象も監督者訓練に限定

されている。
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れは，1950 年代および 60 年代をとおして，企業経営にとってのひとつの大きな問題領域を

なした。

1  経営教育改革におけるアメリカのイニシアティブ

（1）ヨーロッパの経営教育改革におけるアメリカのイニシアティブ

　そこで，まず経営教育の改革におけるアメリカのイニシアティブについてみることにしよう。

まず欧州についてみると，第 2 次大戦後の経営教育，経営者教育・管理者教育の改革におい

て重要な位置を占めたアメリカの手法の西ヨーロッパへの輸出のプロセスには，①アメリカ技

術援助・生産性プログラムの創出，②アメリカの大学とヨーロッパの経営改革との結合，③ア

メリカの経営教育の国際化の 3 つのステップがみられたとされている。まず①のアメリカ技

術援助・生産性プログラムについてみると，それは，工場視察や再教育セミナーに加えて，経

営改革や生産の変革の実施に関心を示していた企業にアメリカの技術の専門家や経営コンサル

タントを直接配置するプログラムを開始した。各国の生産性本部のプログラムや技術援助・生

産性プログラムは，アメリカでみられたのと類似のビジネススクールが西ヨーロッパにおいて

スタートするまで，当座の教育を提供するという重要な役割を果たした。また②のアメリカの

大学とヨーロッパの経営改革との結合では，ヨーロッパにおける管理者の数の増加に対応する

ために，技術援助・生産性プログラムは，訪問チーム向けの経営教育コースの提供に関心をも

つアメリカの単科大学や総合大学との協定をたえず拡大してきた。アメリカの大学は，TWI

（Training Within Industry）のプログラムの組織・支援において決定的な役割を果たした。技術

援助・生産性プログラムによる経営教育プログラムは，アメリカとヨーロッパの学生や学者の

間の接触を劇的に促し，1958 年以降には，大学や企業によって実施された経営知識のより永

続的な伝達のための道を開いた。さらに③のアメリカの経営教育の国際化については，それは

アメリカにおける外国人学生の驚くべき増加にみられるが，1960 年代以降，西ヨーロッパは，

アメリカと外国との学問交流の中心をなした
4）
。

　1950 年代初頭には，OJT と Off JT のいずれにおいても，経営者・管理者の再教育は典型

的にアメリカ的な現象とみなされていた
5）
。技術援助・生産性プログラムの目標のひとつは，ヨー

ロッパの教師や大学に経営研究や経営者・管理者の養成教育のアメリカモデルを導入すること

にあった
6）
。同プログラムは，西ヨーロッパにおけるアメリカの経営教育，経営者教育・管理者

4）J. McGlade, The Big Push: The Export of American Business Education to West Europe after the 
Second World War, L. Engwall, V. Zamagni (eds.), Management Education in Historical Perspective, 
Manchester University Press, Manchester, 1998, pp.51-8, p.62, p.64.

5）C. Kleinschmidt, An Americanized Company in Germany. The Vereinigte Glanzstoff Fabriken AG in 
the 1950s, M. Kipping, O. Bjarnar (eds.), The Americanization of European Business. The Marshall Plan 

and the Transfer of US Management Models, Routledge, London, 1998, p.183.

6）J. McGlade, The US Technical Assistance and Productivity Program and the Education of Western 
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教育の手法の導入・移転において大きな役割を果たした。技術援助計画のもとで，1950 年代

には，ドイツからのいくつかの特別な派遣団がアメリカの経営教育の研究を行っているが，彼

らは，アメリカ経済の優位の主要な理由のひとつを同国のそのような教育のあり方にみたので

あった
7）
。そうしたなかで，西ドイツの訪問団のグループにおいて，集中的な研究の始まりが

1949 年から 50 年にかけての時期にみられた
8）
。同プログラムは，アメリカとヨーロッパのトッ

プの産業家や経営者の間のより有効な接触を促す方法として，アメリカ経営会議やアメリカ製

造業協会のような同国の経営者団体と共同で組織した一連のワークショップやプログラムを開

始した
9）
。1950 年代初頭には，技術援助・生産性プログラムは，アメリカ経営会議や同国のい

くつかの主要大学との協力で，管理者，労働者のリーダーや経営教育に従事する教師のための

集中的な再教育セミナーを再編しており
10）

，経営者教育・管理者教育の改革の問題がとくに重

視された。

　技術援助・生産性プログラムとの関連では，相互安全保障局あるいは外国事業管理局によっ

て助成された経営者教育・再教育のためのプロジェクトもみられた。そこでも，アメリカのモ

デルをドイツに移転するということが考慮された。相互安全保障局は，すでに 1953 年に，ド

イツ経営教育センターの設立のための計画を策定している
11）

。

　またアメリカ側の当時の現状認識をみると，ヨーロッパの経営者は，建設的な変化に対して

も抵抗的であり，自らの任務が将来に向けての長期的な計画にあることを十分に認識しておら

ず，企業の日常的な活動に多くかかわっている傾向にあった。それゆえ，彼らのそうした態度

を変えることが重要とみられていた
12）

。1950 年代初頭には，技術援助・生産性プログラムの枠

組みのなかで，イーストマン・コダック，P&G，フォード，デュポン，GE のような代表的企

業の経営者やアメリカ製造業協会の全国会議，多くの大学・研究機関の代表者を動員して，し

かるべき経営教育プログラムが，国際商業会議所，OEEC，ヨーロッパ生産性本部および各国

European Managers, 1948-58, T. R. Gourvish, N. Tiratsoo (eds.), Missionaries and Managers: American 

Influences on European Management Education, 1945-60, Manchester University Press, Manchester, 
1998, p.33.

7）M. Kipping, The Hidden Business School: Management Training in Germany since 1945, L. Engwall, V. 
Zamagni (eds.), op.cit., p.102.

8）W. Feldenkirchen, The Americanization of the German Electrical Industry after 1945: Siemens as a 
Case Study, A. Kudo, M. Kipping, H. G. Schröter (eds.), German and Japanese Business in the Boom 

Years. Transforming American Management and Technology Models, Routledge, London, New York, 
2004, p.120.

9）J. McGlade, The US Technical Assistance and Productivity Program and the Education of Western 
European Managers, 1948-58, p.18.

10）J. McGlade, From Business Reform Programme to Production Drive. The Transformation of US 
Technical Assistance to West Europe, M. Kipping, O. Bjarnar (eds.), op.cit., p.27.

11）C. Kleinschmidt, a.a.O., S.75-7.

12）OEEC, Problems of Business Management. American Opinion, European Opinion (Technical Assistance 
Mission No.129), OEEC, Paris, 1954, p.5, pp.13-4.
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の生産性本部との協力で実施されている
13）

。

　なかでも，ヨーロッパ生産性本部は，西ヨーロッパにおける経営教育を促進するための最も

大規模な組織的企てを提供してきた。同本部は，関係の構築と意見や情報の交換の促進という

目的をもって，1953 年 9 月に，国際会議を組織することによって経営教育の領域において活

動を開始した。同本部の初期のいまひとつの活動は，経営の教師ないし将来の教師のアメリカ

への派遣団を組織することにあった。ヨーロッパ生産性本部はさらに既存の教育センターのた

めのコンサルタントとしても機能したが，そのような助言業務は，多くの場合，アメリカの専

門家によって遂行された。しかし，同本部による経営教育の改善は，アメリカの産物ではなく

ヨーロッパの方法への適応であり，また融合であり，1950 年代でさえ，経営教育の領域にお

けるアメリカとヨーロッパとの関係は，一方向の出来事ではなかったとされている
14）

。

　このように，ヨーロッパへのアメリカの経営教育，経営者教育・管理者教育の手法の導入に

あたり，同国は技術援助・生産性プログラムをとおして強いイニシアティブを発揮したが，そ

れは，その後はフォード財団に受け継がれることになる。ヨーロッパ生産性本部へのアメリカ

の援助は 1956 年以降削減されたが，その後はフォード財団が関与を強めることになった
15）

。同

財団は，1950 年代初頭以降，ヨーロッパの経営教育に財政と組織の面でかかわり，集中的な

教育・研究プログラムの普及をとおして，経営教育のタイプや専門的な必要条件の標準化の試

みによって文化面での仲介者として活動してきた。フォード財団は，1960 年代半ば以降には，

ヨーロッパの異なる制度的・文化的枠組みのなかへのアメリカの方法の移転者としても行動し

た。フォード財団の主たる目標は，たんにカリキュラムの教育内容や教育プログラムの輸出よ

りもむしろ，アメリカの「組織的な総合的成果」の基本的な型をヨーロッパに移転させること

にあった
16）

。

（2）日本の経営教育改革におけるアメリカのイニシアティブ

　つぎに日本をみると，アメリカはヨーロッパにおいてとは異なるかたちで強い援助を行い，

イニシアティブを発揮した。例えば管理者教育の手法として日本において戦後に導入がすすん

だ MTP（Management Training Program）は，アメリカ人監督者向けの訓練方式を空軍基地で

働く日本人監督者用に翻案したものであるが，当初はアメリカ極東空軍が雇用する日本人管理

13）C. Kleinschmidt, a.a.O., S.296.

14）B. Boel, The European Productivity Agency and the Development of Management Education in 
Western Europe in the 1950s, T. Gourvish,N.Tiratsoo (eds.), op.cit., p.41, p.43, pp.45-6.

15）Ibid., p.38, p.42.

16）G. Gemelli, American Influence on European Management Education. The Role of the Ford 
Foundation, R. P. Amdam (ed.), op.cit., p.42, p.47, p.55.
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者の訓練のために使用されたものであった
17）

。また経営者教育のための CCS（Civil 

Communication Section）講座は，日本の通信機工業の経営者のあり方に重大な欠陥があるとい

う GHQ の民間通信局（CCS）の認識のもとに同局が日本向けに開いたものであり，そこでは，

経営上の欠陥の是正のために科学的な経営手法の必要性が強調された。同講座は占領軍の指導

のもと経営幹部層に対して実施された
18）

。これらの手法に典型的にみられるように，アメリカ

で開発された経営者教育・管理者教育の方法を日本に合わせたかたちで修正するなど，アメリ

カが発揮したイニシアティブ，その役割は，ヨーロッパに対してのそれと比べるとより直接的

なものであったといえる。

　また戦後の企業の合理化・近代化は科学的な経営管理の推進を意味し，その基礎をなす人的

要素の確保と質的向上，人間関係の近代化を前提とするものであり，その実現のためには，旧

来の労務管理のカテゴリーをこえる広範囲な企業内教育が必要となった。そうしたなかで，企

業内教育が各社において組織的に推進されるようになったが
19）

，経済の自立的な発展の強い要

請に応じて 1950 年に制定された企業合理化促進法に基づく運動に刺激されて，アメリカの経

営教育，とくに管理者訓練，監督者訓練の諸方式が紹介されたことも，同国の経営教育の手法

の導入を促進する契機となった
20）

。そのような状況のもとで，日本企業の経営管理の欠陥の是

正という点でも，アメリカの経営教育の方法の導入は有効であるという受け入れ側の認識が，

同国の方法の導入の背景をなした
21）

。

　日本ではまた，財閥解体や財界トップの公職追放によって経営者の世代交代がすすんだ。そ

の結果，戦後の「財閥」系企業の新しい経営者層の多くは，ミドル・マネジメントから昇進し

た専門経営者であった。彼らはそれまで経営者としてのトレーニングを十分に積んでいない場

合が多かった
22）

。経営者をとりまくそのような状況が，アメリカ的経営方式の学習の用意とい

う面におけるドイツと比べての日本の強さを規定する重要な要因のひとつをなした。こうした

17）杉山 孝「経営教育集」，日本経営政策学会編『経営史料集大成 Ⅲ  人事・労務編』日本総合出版機構，1968 年，

2 ページ，坂本藤良『日本経営教育史序説』ダイヤモンド社，1964 年，153 ページ，坂本藤良「戦後経営教

育の歩み（上）」『ビジネス』，第 7 巻第 5 号，1963 年 5 月，61-2 ページ。

18）坂本，前掲書，158 ページ，工藤秀幸「経営者教育」，全日本能率連盟人間能力開発センター『戦後企業内

教育変遷史』全日本能率連盟人間能力開発センター，1981 年，101-2 ページ。

19）三菱重工業株式会社総務部長斉藤往吉編『三菱造船株式会社史』三菱重工業株式会社，1967 年，315 ペー

ジ。

20）「企業内教育訓練の実施状況と問題点――希望は中堅幹部と役付工訓練，要は経営の理解と熱意――」『労

政時報』，第 1678 号，1962 年 10 月 19 日，18 ページ。

21）「協会 10 年の歩み」『産業訓練』，第 11 巻第 9 号，1965 年 9 月，82 ページ。

22）宮島昭英「『財界追放』と新経営者の登場――日本企業の特徴はいかにして形成されたか――」『Will』，
Vol.10，No.10，1991 年 7 月，139-40 ページ，宮島昭英「財閥解体」，法政大学情報センター・橋本寿朗・

武田晴人編『日本経済の発展と企業集団』東京大学出版会，1992 年，212-3 ページ，宮崎義一『戦後日本の

経済機構』新評論，1966 年，224 ページ，産業訓練白書編集委員会編『産業訓練百年史――日本の経済成

長と産業訓練』日本産業訓練協会，1971 年，356 ページ。
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点でも，日本の状況は，上述のようなアメリカのより直接的なかたちでのイニシアティブによ

りマッチしたといえる。

2  アメリカ的経営者教育・管理者教育の導入における生産性向上運動の意義

　またアメリカ的経営者教育・管理者教育の導入の社会経済的背景に関して重要ないまひとつ

の点は，ドイツを含むヨーロッパと日本との間にみられる生産性向上運動の開始の時期の相違

とそのことのもつ意味についてである。ヨーロッパではマーシャル・プランの一環としてアメ

リカの技術援助計画のもとに，同国主導の生産性向上運動が 1940 年代末に国際的に開始され

た。これに対して，日本の生産性向上運動の開始は 1955 年のことであり，第 2 次大戦の終結

から 10 年を経た時期のことである。それだけに，ヨーロッパではアメリカの経営教育の導入

が同国主導の生産性向上運動のなかで最重要課題のひとつと位置づけられたが，日本では，生

産性向上運動の開始を待たずにすでに 1950 年頃からアメリカ流の定型的な経営教育の手法の

導入が開始されている
23）

。

　もちろん，日本におけるアメリカ的経営教育の導入において生産性向上運動，日本生産性本

部が果たした役割は大きく，それは，アメリカへの海外視察団の派遣，国内視察団の派遣など

の各種の組織的なプログラムの展開という点にもみられる
24）

。しかし，日本の生産性向上運動

は，ヨーロッパでみられたような戦後の経済復興のためのキーとなる役割を担ったわけでは必

ずしもなく
25）

，アメリカの経営教育の導入における生産性向上運動の役割にみられる日欧間，

日本とドイツの間のこうした相違を考慮に入れてみていくことが重要となる。

23）例えば産業訓練白書編集委員会編，前掲書，330-42 ページ，労働省職業訓練局指導課「TWI の歩み」『職

業訓練』，第 19 巻第 2 号，1977 年 2 月，坂本，前掲書，143 ページ，154-8 ページ，中島慶次「企業内訓

練の反省と新しい展開」『経営者』，第 17 巻第 4 号，1963 年 4 月，14 ページなどを参照。

24）アメリカに派遣された海外視察団の報告書が数多く出版されているが，経営教育に関するものとしては，

日本生産性本部編『産業訓練  産業訓練生産性視察団報告書』（Productivity Report 41），日本生産性本部，

1958 年，日本生産性本部編『アメリカの職業訓練の制度と実際  職業訓練専門視察団報告書』（Productivity  
Report 128），日本生産性本部，1958 年を参照。また国内視察団の報告書も多く出されているが，なかでも，

経営教育に関するものとして，職業訓練国内視察団『職業訓練国内視察団報告書』日本生産性本部・日本技

能者養成協会，1958 年，産業訓練国内視察団九州チーム『産業訓練国内視察団九州チーム報告書』，生産性

九州地方本部・日本産業訓練協会九州支部，1957 年，産業訓練生産性国内視察団『産業訓練生産性国内視

察団報告書』日本生産性本部・日本産業訓練協会，1957 年，第 2 次産業訓練生産性国内視察団『第 2 次産

業訓練生産性国内視察団報告書』日本生産性本部・日本産業訓練協会，1958 年を参照。

25）この点は，生産性向上運動の開始 1 年後の 1956 年 7 月に発行された昭和 31 年度版の『経済白書』の「も

はや戦後ではない」という有名な言葉に端的に示されている。経済企画庁編『経済白書　日本経済の成長と

近代化』（昭和 31 年度版），至誠堂，1956 年，42 ページを参照。
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Ⅲ 日本におけるアメリカ的経営者教育・管理者教育の導入とその特徴

1  戦後の企業内教育の時期区分

　アメリカ的経営者教育・管理者教育の導入のこのような社会経済的背景をふまえて，つぎに，

日本におけるアメリカ的経営者教育・管理者教育の導入について考察を行うことにするが，ま

ず戦後の企業内教育の展開における時期区分についてみておくことにしよう。高度成長期の企

業内教育の展開について，坂本藤良氏は，①技能訓練の出発期（1948-50 年），②監督者・管理

者教育の導入期（50-55 年），③経営者啓発の開花期（55-58 年），④体系化段階（58-60 年），⑤

日本化への胎動の段階（60 年以降）の 5 つの時期に分けた上で，①，②および③の時期を「個

別的導入の時期」，④と⑤の時期を「総合的発展の時期」と位置づけている。

　まず①の技能訓練の出発期をみると，戦後の企業内教育は技能者育成からスタートしたが，

それまでの前近代的な精神主義的教育が否定され，アメリカ的プラグマティズムが時代の中心

的思潮となるなかで，すぐに役立つ技能者養成教育が開始された。しかし，それは非体系的，

散発的に実施されたにすぎず，この段階では，本来の意味での経営教育はまだ存在しなかった。

つづく②の監督者・管理者教育の導入期には，1950 年頃からアメリカの方式の導入による定

型訓練の時代が始まり，TWI，MTP，JST，CCS 講座などによる教育が実施された。これら

の定型訓練方式の導入によって，マネジメントの方法を教育するという，本来の意味での経営

教育の時代が始まることになった。また③の経営者啓発の開花期には，1955 年に日本生産性

本部が発足し第 1 回トップ・マネジメント・セミナーが開催されるなど，経営者教育の新た

な展開がみられ，45 年からの 10 年間とは異なる様相を呈することになる
26）

。なかでも，上記

の①と②の段階にあたる 1945 年から 55 年までの時期は，企業内教育のシステムの部分とし

ての経営教育の制度化の始まりを意味した。アメリカ占領当局によって導入された新しい教育

コースの影響は非常に明白であり，それらのコースは，経営機能，科学的管理およびヒューマ

ン・リレーションズの考え方を結びつけるものであった
27）

。

　しかし，はやくも 1955 年以降になるとこれらの定型的な教育訓練方式の限界もしだいに明

らかになってきた。そうしたなかで，1958 年以降には上記④の体系化の段階に入り，経営教

育は，マネジメント技術の個別的導入から基本的理念に基づいた体系的理解へと大きく変化し

26）坂本，前掲書，143-6 ページ，148-9 ページ，152-3 ページ，160 ページ，坂本，前掲論文，60-4 ページ。

また例えば住友金属工業の社史をみても，社内教育の体系化は 1958 年に始まったとされている。住友金属

工業株式会社社史編集委員会編『住友金属工業最近十年史』住友金属工業株式会社，1967 年，第 2 章第 4
節参照。

27）L. Okazak-Ward, Management Education and Training in Japan, Grahm & Trotman, London, 1993, 
p.27.
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ていった。そこでは，従来の経営教育が飛躍的に総合化・統一化され，「個別的導入時代」か

ら「総合的発展の時代」へと変化を遂げることになった。この段階にはまた，多くの先駆的企

業が教育方針や教育綱領を定め，それに基づく実施方針を設定する動きや，社内において一元

的に教育を統括するための部門が設置される動きなどがみられるようになった。このように，

日本の経営教育は，1960 年前後にその体系化を確立したが，その過程において日本の経営風

土の独自性の認識が深まり，各企業の実情に即した教育というかたちでの日本化の動向をとも

なうことになった。こうした動向はすでに定型訓練に対する反省としてあらわれていたが，上

記⑤の時期の始まりにあたる 1960 年前後から経営者の支配的潮流となった。定型訓練その他

のアメリカの方式が導入されたときに最初に必然的に現れた批判は，これらの方式が「抽象的」

であるということであったが，こうした定型訓練のもつ抽象性からの脱却は，体系化だけでは

不可能であり，再び個別化へとすすまざるをえなかった。しかし，それは「かつてのようにア

メリカの方式のままでの個別化ではなくて，日本の個別企業の要求に根ざした個別化」であっ

た。この日本化への胎動のなかで最も特徴的にあらわれたのが精神教育であり，アメリカ的な

プラグマティズムに基づく実用教育に対して日本的な精神教育が対置された。この時期にはま

た，中小企業に関する経営教育も発展し，そのことも「日本化」のひとつの傾向を示すもので

あった
28）

。

　このように，1950 年代末から 60 年代初頭にかけての時期は企業内訓練の反省期であると

位置づけられるが
29）

，経営教育の体系化の展開の過程において「日本化」が重視された
30）

。日本

化は，企業特殊的な教育訓練をとおして実践・遂行されなければならず，1960 年代には，急

速な経済成長を背景として，企業内教育訓練は非常に広範に普及した。多くの先駆的企業は，

終身雇用の条件に基づく自らの企業特殊的な必要性に対応するために，独自の教育政策あるい

は教育プログラムをもつようになっていった
31）

。

　また 1950 年頃にアメリカの定型教育の導入によって始まった戦後の企業内訓練では，初期

には，各種の教育訓練が階層的に展開されたが
32）

，階層別の教育体系が整備され充実されるよ

28）坂本，前掲書，183-4 ページ，188-90 ページ，195-7 ページ，203 ページ，259 ページ，264 ページ，276-7 ペー

ジ，坂本藤良「戦後経営教育の歩み」『ビジネス』，第 7 巻第 7 号，1963 年 7 月，日産自動車株式会社社史

編纂委員会編『日産自動車社史  1964-1973』日産自動車株式会社，1975 年，324 ページなどを参照。

29）「企業内教育訓練の問題点をさぐる」『経営者』，第 13 巻第 12 号，1959 年 12 月 31-3 ページ。

30）坂本藤良「戦後経営教育の歩み（中）」『ビジネス』，第 7 巻第 6 号，1963 年 6 月，88 ページ。1955 年前

後の時期はまた，「アメリカ人事管理の諸制度を取り入れつつも，これを戦後のわが国の新しい諸条件に適

応するように日本化することによって，戦前のわが国労務管理を大幅に再編成して，一応体系的にととのえ

るにいたった時期」でもある。森 五郎「わが国労務管理の特質と今後の問題――欧米との比較をとおして

――」『日本労働協会雑誌』，第 50 号，1963 年 5 月，8 ページ。

31）T. Nishizawa, Business Studies and Management Education in Japan’s Economic Development. An 
Institutional Perspective, R. P. Amdam (ed), op.cit., p.108.

32）「産業訓練の発展」『産業訓練』，第 17 巻第 3 号，1971 年 3 月，31 ページ。
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うになるのは 55 年から 60 年までの時期からであり，こうした動きは 55 年からの 10 年間を

とおして続いた
33）

。例えば化学産業の旭化成では，1960 年 1 月に従来の定型訓練に代えて中堅

幹部経営講座，掛長講座，初級管理者講座をはじめとする各階層別の講座が開設されており，

この時期は，同社の企業内教育にとっての大きな変革期をなしたとされている
34）

。

2  アメリカ的経営者教育・管理者教育の導入における官庁の役割

　これまでの考察をふまえて，以下では，アメリカ的経営者教育・管理者教育の導入について

具体的にみていくことにするが，日本の場合，官庁の主導性も強く，その役割が大きかったと

いう点に重要な特徴がみられる。例えば，監督者教育の手法である TWI の導入においては，

法律（職業安定法）の規定およびその改正によって，監督者訓練に関する労働省による技術援

助が行われた。また管理者教育の手法である MTP の導入では，通産省が深く関与した。MTP

は極東空軍のなかでは監督者訓練のためのものであったが，日本では，ミドル・マネジメント

の訓練法として展開され，数回におよぶ改訂が行われなかで，日本的修正が施されるかたちで

導入された。この MTP は，官庁である人事院によって主として事務部門の管理者の研修用に

修正され，JST（Jinjiin Supervisor Training）（人事院監督者研修）の名称で，銀行業，保険業，

官公庁やその他の公共団体の管理者訓練に広く浸透した。さらに経営者教育の手法としては，

電気通信省の関与のもとに CCS 講座の導入が取り組まれた
35）

。このように，日本におけるアメ

リカ的経営者教育・管理者教育の導入，それをとおしての経営教育改革にあたっては，国が援

助するという姿勢が貫いていたといえる
36）

。

3  アメリカ的管理者教育の導入とその特徴

　このような日本的特徴をふまえて，つぎにアメリカの管理者教育の手法の導入についてみて

いくことにしよう。アメリカから導入された管理者教育の手法は，主に，部課長を中心とする

管理者の教育と職長・組長のような現場監督者の教育とに分かれる。以下では，これら 2 つ

について考察を行うことにする。

　そこで，まず監督者訓練の方法である TWI についてみると，それは，「下級職制に対して，

仕事の教えかた，改善のしかた，人の扱いかたを訓練する」管理者教育のための手法であるが，

33）木下 敏「産業訓練技法の新しい方向」『経営者』，第 25 巻第 6 号，1971 年 6 月，45 ページ。

34）財団法人日本経営史研究所編集『旭化成八十年史』旭化成株式会社，2002 年，282 ページ。

35）小山田英一「監督者教育」，全日本能率連盟人間能力開発センター，前掲書，59-61 ページ，古川栄一「管

理者教育」，全日本能率連盟人間能力開発センター，前掲書，73-4 ページ，杉山，前掲論文，2 ページ，産

業訓練白書編集委員会編，前掲書，334-5 ページ，338-9 ページ。坂本，前掲書，154-9 ページ。

36）「TWI について」『職業訓練』，第 19 巻第 2 号，1977 年 2 月，12 ページ。
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生産性向上運動の展開のもとでの労働対策としての側面をもつものでもあった
37）

。TWIは生産

現場の監督者の教育として重要な役割を果たした。この訓練方式は監督者の間では好評であっ

たが，その主たる理由は，それが彼らの潜在的な教育ニーズを満たしたからであった。すなわ

ち，戦後の企業内における労働組合の台頭は企業の構成員をはるかに不安定にし，彼らは，部

下の指揮・指導においてもはや古い行動パターンに依存することができなくなった。しかし，

彼らは何ら訓練を受けていなかったので，こうした行動パターンに代えることのできる何かを

よく知らないという状況にあった
38）

。一方，経営側をみても，戦後の労働運動の高揚と経営権

への信頼の大きな低下のもとで，戦前の封建的・家族主義的な労働関係に基づく管理のあり方

の限界をいかに克服するかということが重要な課題とならざるをえなかった。

　そこで，TWI の導入・普及の状況をみると，日本産業訓練協会の『産業訓練百年史』によ

れば，TWI は，1950 年頃の企業への導入の開始当初から大企業を中心に普及し，53 年度に

は大企業の半数において実施されており，労働者は中小企業にも普及の対象を広げることに

なった
39）

。中小企業では，職制の近代化，管理組織の明確化にともない，年功的職長等の現場

管理者が増加し，教育訓練の手始めとして，新入社員教育に加えて，TWI を試みに導入する

企業も増加した
40）

。中小企業への TWI の普及は大企業に比べると遅れがみられ，例えば 1963

年の日経連の調査では，TWI を導入していた企業の割合は，回答のあった企業全体でみると，

TWI-JI（仕事の教え方）では 35.5%，TWI-JM（改善の仕方）では 29%，TWI-JR（人の扱い方）

では 31% であったのに対して，従業員 300 人未満の中小企業ではそれぞれ 13.9%，8.3%，9.6%

であった
41）

。このように，TWI は，戦前の職長・組長教育に代わるものとして，経営全体の刷

新という目的のもとに全国的に普及し，中小企業にも徐々に浸透していった
42）

。

　1955 年以降には人間関係管理の諸施策が職場に導入され根づいていくことになったが，か

なり多くの大企業では，監督者訓練は，人間関係に関する技術の域を脱したより入念な訓練が

行われるようになった。それを内容的にみると，①企業との一体感の助長のために企業あるい

は組織の一員であることを強調する訓練，②監督者による職場集団の統率のための人間関係に

関する技能の訓練の 2 つの種類があった。そこでは，グループ・ダイナミックスの研究のよ

うなアメリカの心理学や社会心理学による小集団の研究から派生した技術が導入されたという

点に特徴がみられる
43）

。

37）星野芳郎『技術革新の根本問題』，第 2 版，勁草書房，1969 年，94 ページ参照。

38）L. Okazak-Ward, op.cit., p.31.

39）産業訓練白書編集委員会編，前掲書，340 ページ。

40）同書，587 ページ。

41）日本経営者団体連盟編『わが国労務管理の現勢　第 2 回労務管理諸制度調査』日本経営者団体連盟弘報部，

1965 年，1 ページ，19 ページ，50-1 ページ。

42）産業訓練白書編集委員会編，前掲書，560 ページ。

43）中山・鶴巻・岡本，前掲書，153-6 ページ。
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　また中間管理者を主要な対象とする管理者教育の手法についてみると，それは MTP の導入

に始まったが，そこでも，1950 年代から 60 年代にかけて人間関係的な面に関する訓練が重

視される傾向にあった
44）

。MTP は，1945 年以降の 10 年間の経営民主化のなかで経営秩序が失

われるという状況のもとで，その基盤づくりや新しい経営管理体制の確立に大きく寄与するこ

とになり
45）

，管理者教育のなかでは最も普及した方法であった
46）

。なかでも，戦後の新しい管理

思想の普及において MTP が寄与した点は大きく
47）

，「わが国産業教育の発展史上で，MTP ほ

ど大きな足跡を印したものは少ない」とする指摘もみられる
48）

。

　MTP の導入においても，TWI の場合と同様に，アメリカの行動科学の成果を利用した取り

組みもみられ，それは自社独自の管理者教育の展開において重要な役割を果たした。例えば日

産自動車では，MTP を中心とする講義主体の新任課長研修講座はその内容，効果において必

ずしも満足いくものではなかったことから，その反省の上に立って，行動科学の成果を取り込

んだ動態的マネジメントを大幅に取り入れた MBT（Management Basic Training）が開発され，

開設されている
49）

。同様の動きは鉄鋼業の川崎製鉄でもみられ，「従来の部下管理を中心とした

MTP 的な考え方から脱皮し，行動科学を骨子として職場活性化への基礎づくりをしていく
50）

」

ことになった。

　このように，人間関係論は管理者教育や監督者教育にも取り込まれる結果となり，人間関係

を作るリーダーシップが重視されることになった。しかしまた，すでにその少し以前に，TWI

や MTP などの定型教育に対して，企業の個別性を主張する観点からの定型的教育に対する批

判も，リーダーシップ訓練の推進の一因となった
51）

　TWI や MTP などの定型的訓練はまた，1958 年に八幡製鉄において最初に導入され後に一

般化することになる作業長制度を補完する役割を果たしてきたという点も特徴的である。作業

長制度では，作業長に生産遂行の直接責任者としての明確なラインの権限，部下に対する労務

管理などの大幅な職務権限が与えられ，ライン・アンド・スタッフ組織の導入のもとで，ライ

ン機能とスタッフ機能が明確にされた。そのような状況のもとで，管理者や監督者に対する教

育では，たんなる生産技術や業務知識の習得よりはむしろ，部下の管理や「人の扱い方」とい

44）産業訓練白書編集委員会編，前掲書，9 ページ。

45）佐藤 薫「MTP インストラクターはかく行動する」『産業訓練』，第 23 巻第 1 号，1977 年 1 月，16 ページ。

46）産業訓練白書編集委員会編，前掲書，334 ページ。

47）富士製鐵株式会社社史編さん委員会編『炎とともに　富士製鐵株式会社史』，新日本製鐵株式会社，1981
年，733 ページ。

48）加納正規「管理訓練計画（MTP）の変遷　古くて新たなる教育を追って」『産業訓練』，第 23 巻第 11 号，

1977 年 1 月，28 ページ。

49）日産自動車株式会社社史編纂委員会編，前掲書，325 ページ。

50）川崎製鐵株式会社社史編集委員会編『川崎製鐵二十五年史』川崎製鐵株式会社，1976 年，548 ページ。

51）木下 敏「能力開発組織　Organization Development の理論と実践へのアプローチ（3）」『産業訓練』，第

16 巻第 4 号，1970 年 4 月，51 ページ。
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う面に重点がおかれることになった
52）

。八幡製鉄では，作業管理を中心に労務管理や原価管理

なども担う作業長の教育を軸にラインの教育体系が確立されたほか，あわせてスタッフの教育

体系も整備された
53）

。

　さらに，例えばトヨタ自動車工業の事例にみられるように，製造業の企業では，TWI や

MTP が作業の標準化・基準化の全面的な推進，IE 展開のための手段として利用されたほか，

全社的な改善の延長線上として，自社内のみならず協力会社にも TWI が導入される
54）

など，

これらのアメリカ的方式は生産の合理化の手段としても位置づけられたという点にも特徴がみ

られる。こうした傾向は，鉄鋼業でもみられ，八幡製鉄では TWI の活用によって標準作業法

がつくりあげられたほか，他の各社でも従来の勘による作業が科学的組織的に改められること

になった
55）

。また電機産業の富士電機でも，1950 年に第一線監督者教育への TWI の導入が IE

推進の有効な手段となったとされている
56）

。

　日本における管理者教育・監督者教育の展開におけるいまひとつの特徴は，TWI が監督者

に対してのみならず中間管理者の教育にも利用されるケースがみられる一方で，MTP が部課

長や係長（掛長）だけでなく現場の監督者の教育にも利用されるなど，監督者教育と管理者教

育の手法が必ずしも階層別に厳密に区別して展開されたわけではないという点にみられる
57）

。

確かに TWI は第一線にある監督者の教育訓練に，MTP は主として第 2 次産業の部課長の教

育訓練に利用され，急速に普及していったが
58）

，実際には，それらの運用は多くの企業におい

て柔軟に行われたという面もみられる。

52）茂木一之「企業内教育訓練の動向と特質」，木元進一郎編『現代日本企業と人事管理』労働旬報社，1981
年，177 ページ，産業訓練白書編集委員会編，前掲書，369 ページ，373 ページ。なお八幡製鉄に導入さ

れた作業長制度について詳しくは，小松 広編『作業長制度』労働法令協会，1968 年を参照。

53）この点については，八幡製鐵株式会社社史編さん委員会編『炎とともに　八幡製鐵株式会社史』新日本製

鐵株式会社，1981 年，第 3 章参照。

54）トヨタ自動車工業株式会社社史編集委員会編『トヨタ自動車 20 年史』トヨタ自動車工業株式会社，1958
年，417 ページ，トヨタ自動車工業株式会社編『創造限りなく　トヨタ自動車 50 年史』トヨタ自動車株式会

社，1987 年，278 ページ，和田一夫『ものづくりの寓話  フォードからトヨタへ』名古屋大学出版会，2009
年，521-4 ページ，藤本隆宏『生産システムの進化論  トヨタ自動車にみる組織能力と創発プロセス』有斐閣，

1997 年，69 ページ，117 ページ。例えばトヨタでは，教育訓練を受けた人材の蓄積によって，製造現場で

は標準作業・標準作業票・標準時間の設定・改訂が行われていたが，そこでは，日本能率協会主催の生産技

術講習会の受講者と TWI の受講者が一体となってそれを行っていたことにもみられるように，TWI のよう

な訓練方式が重要な役割を果したといえる。和田，前掲書，522 ページ，524 ページおよび 526 ページ参照。

55）日本鉄鋼連盟戦後鉄鋼史編集委員会編『戦後鉄鋼史』日本鉄鋼連盟，1959 年，997 ページ。

56）富士電機製造株式会社『富士電機社史Ⅱ（1957 ～ 1973）』富士電機製造株式会社，1974 年，255 ページ。

57）この点については，例えば，川崎重工業株式会社社史編さん室谷本秋次編『川崎重工業株式会社史（本史）』

川崎重工業株式会社，1959 年，777 ページ，労務管理国内視察団『労務管理国内視察團報告書』財団法人

日本生産性本部・生産性四国地方本部，1957 年，54 ページ，第二次労使協力体制国内視察団『第二次労使

協力体制国内視察団報告書』財団法人日本生産性本部・社団法人日本化学工業協会，1958 年，122 ページ，

産業訓練国内視察團九州チーム，前掲書，42 ページ，産業訓練生産性国内視察団，前掲書，25 ページ，日

産自動車株式会社総務部調査課編『日産自動車三十年史』日産自動車株式会社，1965 年，297 ページ。

58）中山三郎「戦後『労務管理制度』の変遷」『労政時報』，第 2000 号，1969 年 8 月 29 日，7 ページ。
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4  アメリカ的経営者教育の導入とその特徴

　つぎに，アメリカ的な経営者教育の方法の導入についてみると，CCS 講座は，1950 年以降

には日経連が経営者教育の講座の普及に努力したほか，55 年の日本産業訓練協会の設立後は

東京や大阪を中心に全国的に普及することになった。技術革新の進展，経営教育の普及にとも

ない講座の内容も大幅に変わり，当初のテキストを使用した定型コースから講義式と会議式が

併用されるようになり，小グループによる経営者教育として利用されるようになった
59）

。

　例えば日経連の 1963 年の調査では，経営者教育を実施していた企業の割合は 55.3% であっ

たが，そのうち CCS 講座を実施していた企業の割合は 18.6% であった
60）

。傾向としてみると，

CCS 講座は，1953 年以降には開講回数が減少の一途をたどり，その後の経営に大きく引き継

がれていくということにはならなかった。CCS 講座が 1975 年以降に姿を消すことになった

理由としては，① 70 年代初頭には経営者は高度成長期のように経営内部の合理化のみに注意

を払うのではなく環境適応の必要性に迫られたこと，② MTP の受講者たちが経営者に育った

こと，③定型訓練に対する反省の 3 点があげられる
61）

。そのような状況のもとで，後述するよ

うに，CCS 講座の代替的な方式として，外部機関による経営者教育が活発に展開されるよう

になったという点が特徴的である。

　日本では，アメリカ的な経営者教育の講座が導入され，それは一定の役割を果たしたといえ

るが，ビジネススクールのような高等教育機関による教育はみられなかった。この点は，Ⅳで

考察するドイツとも共通しているが，1955 年以降になってようやく「経営学ブーム」を迎え

るという大学の経営学教育の発展過程や企業における内部昇進のシステムにみられる経営者の

内部労働市場の特質などに規定されたものである。

5  アメリカ的経営者教育・管理者教育の導入に対する反省と新たな展開

　以上の考察をふまえて，つぎに，アメリカ的経営者教育・管理者教育の導入に対する反省と

それへの対応としての新たな展開についてみることにしよう。戦後導入されたアメリカ的な定

型教育の方法は，日本向けに修正あるいは翻案して適用されたという点に特徴がみられるが，

TWI，MTP および CCS という定型教育の手法の内容はきわめてアメリカ的であり，批判や

反省がおこった。それにはつぎの点をあげることができる。すなわち，これらの方式は温情主

義，年功序列制度，終身雇用という特性をもつ日本の経営風土には必ずしも適合しないこと，

標準化された方式ゆえに企業の実態に即した具体的問題・ニーズに必ずしも適合するものでは

59）産業訓練白書編集委員会編，前掲書，358 ページ，「協会 10 年の歩み」『産業訓練』，第 11 巻第 9 号，1965
年 9 月，82 ページ。

60）日本経営者団体連盟編，前掲書，1 ページ，5 ページ，52-3 ページ。

61）工藤，前掲論文，102-4 ページ。
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なかったこと，日々発生する管理上の問題を解決するための状況把握や判断力の育成には不十

分であることがそれである
62）

。

　アメリカの経営教育の導入におけるこうした問題は，採用や人事異動，昇進などのシステム

の相違にもかかわらずアメリカ式が規格にはめこんだ定型教育の画一的な性格をもつことによ

るものであった。日本の場合，産業界はあまりにもこれらの定型的訓練コースに頼りすぎたと

いう面もあった
63）

。また教育訓練のなかにアメリカ的合理主義と個人主義の基本的発想まで注

入することには無理があった。日本的集団主義，それを軸とする能率主義，能力主義的教育の

一環としての労使協調，企業への帰属意識と技能教育，管理者教育を結びつけるかたちでアメ

リカ的方式は修正されることになった
64）

。1955年以降にはアメリカの労務管理モデルに対する

批判も現れ始め，そうしたなかで，定型教育から脱皮しようとする動きが出てきたほか，60

年頃からアメリカの新しい組織論や管理論が次々と日本に紹介されるようになったことも，定

型教育からの脱皮を促進する要因をなした
65）

。

　さらに，アメリカの定型教育の導入の仕方，実施方法において，日本の実態や企業の諸条件

が十分に考慮されていなかったという傾向もみられた
66）

。例えば CCS や MTP は，その内容で

は 1920 年代や第 2 次大戦中のアメリカの経営技術や組織論を中心としており，日本的な経営

の伝統にはマッチしないという評価があった
67）

。もとより，アメリカの定型的訓練方式の内容

は，経営の合理化と民主化された職場の存在という同国の状況を前提として設定されたもので

あった
68）

。日本企業における現場監督者の地位や役割は，アメリカにおいて通常みられるもの

とは性格を異にするものであり，また TWI そのものが主として監督技術に重点をおいた短期

の簡単な速成訓練的なものにすぎないため，監督者に職業的な技能を習得させるものとしては

62）小山田，前掲論文，62-3 ページ，古川，前掲論文，77-8 ページ，杉山，前掲論文，2-4 ページ，坂本，前掲書，

165-6 ページ。

63）亀井辰雄・白木他石『経営教育論』丸善，1971 年，129 ページ，長谷川 廣『日本のヒューマン・リレーショ

ンズ』大月書店，1960 年，173 ページ，奥田健二「人間関係と企業内教育訓練」，日本労働協会編『労務

管理と賃金　アメリカ方式の日本的修正』日本労働協会，1961 年，120 ページ，150-3 ページ，坂本，前

掲論文「戦後経営教育の歩み（上）」，64 ページ，「TWI 精神の再発見――回答形式――」『産業訓練』，第

12 巻第 8 号，1966 年 8 月，45 ページ。日本では，「TWI や MTP などの定型的な方式の訓練を実施すると

もう訓練が終ったかの如く考える傾向があった」が，「定型的な方式は個々の具体的な訓練必要点について

訓練を行う場合の訓練の手順の原則を示したものであって，訓練の基礎をなすものにすぎない」ということ

も，定型的方式への反省の要因であった。松本竜二編集『産業訓練の現状と問題点』（労務資料，第 48 号），

日本経営者団体連盟関東経営者協会，1956 年，22 ページ。

64）下川浩一「戦後の経営者と経営管理  サラリーマン経営者とアメリカ的経営管理」，小林正明ほか編『日本

経営史を学ぶ』，第 3 巻，有斐閣，1976 年，58 ページ。

65）木下，前掲「産業訓練技法の新しい方向」，46 ページ。

66）中村 勝「自己診断による訓練ニーズの発見」『産業訓練』，第 12 巻第 6 号，1966 年 6 月，12 ページ。

67）産業訓練白書編集委員会編，前掲書，13 ページ，岡本秀昭「職業訓練の要求強まる――従業員が望む企業

内教育――」『経営者』，第 25 巻第 6 号，1971 年 6 月，28 ページ。

68）中山三郎「アメリカ式労務管理の功罪――戦後二十五年をかえりみて――」『経営者』，第 25 巻第 4 号，

1971 年 4 月，18 ページ。
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限界をもつものであった。この事実に対する認識は関係者の間でも必ずしも十分に存在してい

たわけではなく，過度の期待と過大評価のもとで，無批判的な導入に対する反省が生まれてく

ることになった
69）

。

　そうしたなかで，TWI や MTP では，企業独自の教育内容の展開，企業による教育方針な

いし教育綱領の制定，新しく設立された経営教育団体による新しい経営教育の普及，教育手法

の多様化，現実の経営に密着した教育の展開という新たな動向がみられるようになった。また

経営者教育においては，CCS 講座の代替的な方式として，外部機関による経営者教育が盛ん

に展開されるようになった。それには，日本生産性本部によるトップ・マネジメント・セミナー

のほか，地方銀行協会，慶応義塾大学，日本経営開発協会，ビジネス・コンサルタント，日本

経営者団体連盟（日経連），日本経営協会による教育コースがあげられる
70）

。

　そこで，アメリカ的経営教育の導入における日本的対応を具体的にみると，TWI は，1955 年以降になっ

ても広く導入がすすんだ方式であるが，この時期になると TWI の反省が叫ばれ，日本の実情にあわせ

たコースも現れてきた
71）

。1950年代前半の終わりには日本企業における従来の現場監督者の地位と役割

に新たな視点から検討が加えられ，TWI を修正しようとする試みが現れてきた。そのひとつが追指導

の強化と OJT の推進であった
72）

。TWI では追指導が再訓練として実施されたケースも多く，例えば造

船業では，再訓練としては，TWI 方式による技能の追指導と安全関係の訓練が主として実施された
73）

。

しかし，企業内での TWI の展開が必ずしも理想的に行われなかった主因は，同方式の標準化された監

督技法を教授する基礎講習，現場での実務へのその応用のための指導の体制と方法の不適正にあり，追

指導の不備にあった
74）

。それゆえ，追指導の強化が重要な課題となってきた。

　また MTP についてみると，企業独自の教育内容を展開した事例としては，例えば富士製鉄では，

1957 年から全社規模での同方式の自社版への改訂の検討が開始され，翌年の 58 年には「富士製鐵管

理者訓練講座」（FMTP）マニュアルが完成している。このマニュアルに基づいてすすめられた MTP は，

1955 年からの 10 年間をとおして同社の管理者教育の基盤となった
75）

。また川崎製鉄でも，自社のニー

ズに適合した訓練を望む声の高まりをうけて，1963 年以降には MTP は自社版の掛長マネジメントコー

69）中山・鶴巻・岡本，前掲書，135-7 ページ，「フォアマンの日・欧・米格差を語る　異なる経営参加の意義

と権限」『IE』，第 10 巻第 5 号，1968 年 5 月，11 ページ。

70）工藤，前掲論文，104-9 ページ，杉山，前掲論文，4-5 ページ，坂本，前掲書，172-80 ページ。

71）小林正夫「TWI の歩み」『職業訓練』，第 11 巻第 12 号，1969 年 12 月，40 ページ。

72）中山・鶴巻・岡本，前掲書，136-7 ページ。

73）「役付工の教育訓練は如何に行われているか――その意義と問題点及び教育訓練の実態（造船工業会調）

――」『労政時報』，第 1570 号，1960 年 7 月 1 日，13 ページ。

74）近藤英一郎「TWI の展開と追指導――TWI をはじめて導入しようとしている企業のために――」『産業訓

練』，第 14 巻第 5 号，1968 年 5 月，41 ページ。

75）富士製鐵株式会社社史編さん委員会編，前掲書，733 ページ。
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スに吸収された
76）

。これに対して，三菱電機でははやくも 1951 年に MTP を同社版に組み直した管理講

座（Management Course）が完成し，54 年にその第 1 回の講座が全社の係長を対象に実施されてお

り
77）

，企業によって自社独自の教育が開始された時期には相違がみられる。

　このように，1950 年代後半になると，TWI や MTP といった訓練方式はすでに導入や啓蒙

の時期を越え，各企業の自主的特殊的実体への応用の段階に入ったが
78）

，50 年代末から 60 年

代前半にかけての時期に定型的訓練に対する批判が高まった。その要因としては，① 1950 年

代半ばから後半にかけての時期の安全，教育，人間関係といった分野から品質，原価，部下の

成績考課，苦情処理や労働問題へと現場監督者の職務内容の重点が移行したにもかかわらず，

各種の定型的訓練コースの内容がそれらとは一致しなかったこと，②教育訓練の必要な点につ

いて共通性よりはむしろ職場に固有の特殊性が強調されるようになってきたこと，③技術革新

期の多忙な職場への各種訓練コースの導入，そのバラバラな実施のために業務上の支障をきた

す傾向がみられたことがあげられる
79）

。

　さらに 1960 年代に入ると，定型教育からの脱皮をめざして自社独自の教育の展開の必要性

は一層高まり，それを実施する企業も増加してきた
80）

。定型教育の導入の仕方も自社の事情に

応じていわば「イージー・オーダー」のようにフレキシブルな活用の仕方になってきたという

面や，「オーダー・メイド」的に活用している企業も多くなってきた
81）

。例えば経営者教育では，

1963 年の日経連の調査では，CCS トップセミナーを行っていた企業の割合は 8.4% であった

のに対して，自社独自の訓練の実施率は 16.5% となっており，従業員 5,000 人以上の大企業

では 36.2% にのぼっている
82）

。また関西経営者協会と日本産業訓練協会関西支部が 1969 年に

行った調査でも，自社独自に開発した教育課程をもつ企業の割合は全体の 40% であり，中企

業では 33%，小企業では 16% にとどまっていたが，大企業では約 80% にのぼっている。た

だ管理者層と監督者層を対象とした管理監督能力の向上をめざした分野では，まったく独自的

な観点から作成されたものよりはむしろ，MTP や職長訓練計画などの市販の定型訓練コース

76）川崎製鐵株式社社史編集委員会編，前掲書，547-8 ページ。

77）三菱電機株式会社社史編纂室編『三菱電機社史　創立 60 周年』三菱電機株式会社，1982 年，345 ページ。

78）産業訓練生産性国内視察団，前掲書，14 ページ。

79）中山・鶴巻・岡本，前掲書，187 ページ，189 ページ。

80）この点については，労務研究編集部「企業における技術者教育　各社の実態を現地にさぐる」『労務研究』，

第 14 巻第 5 号，1961 年 5 月，11 ページ，「担当者に聞く企業内訓練の問題点」『経営者』，第 17 巻第 4 号，

1963 年 4 月，46 ページ，中島，前掲論文，古谷慶寿「環境変化に対応した訓練を　戦後二十五年産業訓練

の反省」『経営者』，第 25 巻第 6 号，1971 年 6 月，青沼古松「個別化・個性化時代の教育スタッフ」『産業訓練』，

第 23 巻第 4 号，1977 年 4 月，11 ページなどを参照。

81）加納正規「定型訓練の考え方と OLT の推進」『産業訓練』，第 12 巻第 10 号，1966 年 10 月，51 ページ。

82）日本経営者団体連盟編，前掲書，1 ページ，19 ページ，52-3 ページ。
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を自社のニーズに応じてやきなおしたものが主流であった
83）

。このように，1960年代半ばには，

従来の定型的教育訓練の壁を突き破るかたちで各企業の環境に応じた適切な教育訓練体系の確

立をはかろうとする動きがみられたという意味においても，企業内訓練は転機にあったといえ

る
84）

。

　日本では，戦後の管理者教育は人間関係を中心とする MTP，JST などが主体であったが，

1960 年代には，外部環境の急速な変化，組織の改革の進展にともない，人間関係中心の訓練

の再検討の傾向が現れた。そこでは，専門能力向上のための教育，業務知識を深めるための教

育，国際政治経済に関する知識などの一般教養が日常業務の処理の上で必要不可欠の教育とし

て登場することになった。同時にまた，集合教育の限界を補い，さらに管理能力や専門能力の

向上のための自己啓発が強く要請されるようにもなってきた
85）

。例えば MTP に対する問題点，

批判のひとつとして，「上からのトップ・ダウンで，自己啓発プログラムからの方向づけでは

ない」という点があったが
86）

，1960 年代末になると，例えば富士製鉄の事例にみられるように，

管理者の育成においては，「集合教育，日常指導，自己啓発の三者がバランスをとって進めら

れる」ことが重要となってきた
87）

。

　このように，1965 年以降になると，企業内教育においても，より即戦的な，階層別教育以

外のさまざまな多様化がすすみ，量的にも質的にも強化，拡充の段階に入った。能力開発の方

策では，1965 年頃をピークとして階層別集合教育の重要性が低下するなかで，それに代わっ

て OJT と自己啓発に力点がおかれるようになってきた
88）

。ことに「能力主義管理」の方向性が

強化されるなかで，内からの動機づけによる自己啓発の重要性が強調されるようになった
89）

。

日経連が 1969 年に提唱した能力主義管理は「職務中心主義と個別管理」，「小集団主義の活用」

という点に特徴をもつが，後者においては，職場小集団の自主性の尊重が前提とされてお

り
90）

，この時期の経営教育における自己啓発の重視は，こうした管理のあり方とも深く関係し

ているといえる。

83）「最近における企業内教育訓練の動向（関西経協・日産訓関西支部）――諸施策の普及，実施状況と具体

的運営実務の実態――」『労政時報』，第 2016 号，1969 年 12 月 26 日，28-9 ページ，31-2 ページ，関西

経営者協会・日本産業訓練協会関西支部「企業内教育の動向」『産業訓練』，第 16 巻第 3 号，1970 年 3 月，

7 ページ。

84）日本鉄鋼連盟事務局ほか「昭和 38 年の日本鉄鋼業回顧」『鉄鋼界』，第 14 巻第 5 号，1964 年 5 月，97 ページ。

85）産業訓練白書編集委員会編，前掲書，364 ページ。

86）浅田武澄「MTP の問題点をめぐって　その見直しと展開への具体策」『産業訓練』，第 23 巻第 1 号，1977
年 1 月，5 ページ。

87）鬼武孝夫「富士製鉄における管理者教育」『産業訓練』，第 15 巻第 1 号，1969 年 1 月，27 ページ。

88）産業訓練白書編集委員会編，前掲書，420 ページ，422 ページ。

89）小山田英一「人間的側面からみた戦後産業訓練の変遷と展望」『産業訓練』，第 18 巻第 4 号，1972 年 4 月，

41 ページ。

90）日経連能力主義管理研究会編『能力主義管理――その理論と実践――』日本経営者団体連盟弘報部，1969
年，20-1 ページ，68-9 ページ。
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　しかしまた，日本においては，Ⅳにおいて考察するドイツの場合とは対照的に，戦後にアメ

リカから導入された定型的な経営教育の方法は長い期間にわたって利用されたという点にも重

要な特徴がみられる。例えば CCS セミナーは 1974 年まで開催され続け，その時までに 1,000

人を超えるトップの経営者が経営手法を学んだ
91）

。また TWI をみても，1976 年に日本産業訓

練協会職業訓練部長の職にあった鍛治辰市氏の指摘では，この方式は当時もなお監督者訓練の

太宗を失ってはおらず，その効果的な訓練技法は，企業内訓練として開発されてきた多くの訓

練コースの基調にもなったことを指摘されている
92）

。TWI や MTP は継続的に修正され，改善

されてきたが，1988 年には第 73 回 MTP インストラクター・コースが開催されており，3,000

人を超える MTP インストラクターが養成された。1988 年までに 60 万人を超える管理者が

MTP コースに参加した。また TWI をみても，同年までにそのための 2 万人ものトレイナー

が生み出されてきた
93）

。MTP は数度におよぶ改訂が行われており，1985 年にはマニュアルの

8 度目の改定が行われている
94）

。MTP のこうした改訂は，日本企業の経営のあり方が変わって

いくのにあわせた展開を示すものであるが
95）

，アメリカ的経営教育の方式の長期におよぶ影響

は，『産業訓練』誌や『職業訓練』誌のような専門の雑誌において 1970 年代以降も MTP や

TWI に関する多くの論文や報告，記事などが掲載されていることからも確認することができ

る
96）

。

Ⅳ ドイツにおけるアメリカ的経営者教育・管理者教育の導入とその特徴

1  経営者教育・管理者教育におけるドイツの大学の役割とその限界

　以上の考察をふまえて，つぎに，ドイツにおけるアメリカ的経営者教育・管理者教育の導入

についてみていくことにする。まず 1 において経営教育，経営者教育・管理者教育における

ドイツの大学の役割についてみた上で，2 と 3 では，アメリカ的管理者教育と経営者教育の導

入過程についてそれぞれ考察し，さらに 4 では，ドイツ的な導入のあり方を規定した諸要因

を明らかにしていく。

91）L. Okazak-Ward, op.cit., p.472.

92）鍛治辰市「監督者の安全訓練　TWI・JS と労働安全衛生法」『産業訓練』，第 22 巻第 7 号，1976 年 7 月，

26 ページ。

93）L. Okazak-Ward, op.cit., p.472.

94）日本産業訓練協会『昭和 55 年度事業報告書』日本産業訓練協会，1986 年，10 ページ。MTP の改訂は

1998 年に 12 回目が行われ，現在に至っている。日本産業訓練協会『MTP（マネジメント研修プログラム）

手引書』，第 12 次版，日本産業訓練協会，1998 年。

95）「これからの経営管理における MTP の活用　MTP の新しい展開を追って」『産業訓練』，第 23 巻第 7 号，

1977 年 7 月，14 ページ。

96）詳しくは，1970 年代以降の『産業訓練』誌および『職業訓練』誌を参照。



40 立命館経営学（第 53 巻　第 1 号）

　まず経営教育，経営者教育・管理者教育におけるドイツの大学の役割についてみると，戦後

のアメリカ的経営教育の導入は同国の大学における経営教育・経営学教育のあり方とも深いか

かわりをもった。この点は，ドイツの大学が経営者教育・管理者教育においてアメリカのよう

な役割を果たすことはなかったということと深く関係している。そうしたなかで，ビジネスス

クールやプラグマティック志向の大学教育などにみられるアメリカ的な教育の制度，慣行の影

響をうけるなかで，改革の取り組みがすすめられていくことになった。

　1950 年代および 60 年代の経済成長期には，ヨーロッパへのアメリカの経営教育，経営者

教育・管理者教育の移転は国によってかなり異なっていたとはいえ，同国の影響を受けなかっ

た国はなかったとされている
97）

。しかし，そのありようは，各国の経営教育・経営学教育の伝

統的なあり方とも深く関係していた。歴史的にみると経営教育，経営者教育・管理者教育の制

度には，一般にドイツモデル，ラテンモデル，アメリカモデルの 3 つの異なるモデルがみら

れたとされている。ドイツモデルでは，経営教育は総合大学以外の工科大学と商科大学の 2 つ

の高等教育機関で行われてきた。またフランス，イタリア，スペインのラテンモデルでは，法

律学，経済学および組織の管理全般に焦点があてられており，学校は体系的な経営教育を教え

ることをしなかった。これに対して，アメリカモデルでは，経営教育は，当初から同国の高等

教育の全般的なシステムの一部をなしていた。そこでは，市場の条件のもとでの実際の意思決

定に重点があり，ビジネススクールの果たした役割も大きかった。経営教育に関するアメリカ

の考え方へのヨーロッパの各国の反応や吸収の仕方は，主にその国の教育制度に依存してい

た
98）

。

　ドイツでは，近代的な経営教育の確立は遅れたが，それは総合大学の地位についての伝統的

な考え方の産物であった。多くのヨーロッパの諸国でもそうであるように，ドイツの総合大学

は，自らを専門教育よりはむしろ学術研究の中心と定義していた。理論ないし科学を重視した

ドイツとプラグマティックな傾向にあったアメリカとの相違は，ドイツの総合大学へのアメリ

カの考え方の導入を妨げるとともに，遅らせることにもなった。ドイツのシステムでは，ある

人の昇進や給与は，主に就学・卒業した教育機関のタイプによって決められていた。またドイ

ツでは，教育機関で得られる「就業能力」（Betriebsfähig）と OJT によってのみ得られる「就

業準備完了」（Betriebsfertig）の 2 つの資格が存在していた。経営者が OJT の中核的な価値を

信じていたこともあり，カリキュラムの近代化への彼らの圧力は限られたままであった
99）

。ド

イツのこのような教育のあり方を変えようとする努力は，科学を実用性によってとって代えさ

97）H. G. Schröter, Americanization of the European Economy. A Compact Survey of American Economic 

Influence in Europe since the 1880s, Springer, Dordrecht, 2005, pp.104-5.

98）Ibid., pp.97-9.

99）Ibid., pp.103-4.
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せることを拒否する学会内部の激しい反対にも直面した
100）

。

　またアメリカとドイツの比較でみれば，最も重要な点は，アメリカのビジネススクールとは

異なり，ドイツの商科大学（Handelshochschule）は経営者のための広く共有された教育の基盤

を提供する位置を獲得することがなかったということにある。それは，工科大学での工学の教

育がドイツの製造企業の経営者の教育・訓練にとって高い名声を博していたこと，また商科大

学の内容がアメリカの MBA プログラムのような経営・管理よりはむしろ主に経営経済学に集

中していたことによるものであった。ドイツでは，ビジネス教育は，アメリカのそれとは異な

り，概して経営者養成教育とはみなされてこなかった。経営者養成という教育のアメリカモデ

ルでは，現業的機能のための教育と経営機能のための教育とを区別した教育システムが展開さ

れた。アメリカでは，一般にエンジニアが経営者としての枢要な地位を占めることはありえ

ず
101）

，この点もドイツの状況には適合的ではなかったといえる。

　さらに経営学方法論争にみられるように，経営の研究（経営経済学）が大学において認めら

れた地位を得るには学問的なものでなければならず，経営実務に役立つか科学の規準を尊重す

るかという選択においても，科学性が重視されざるをえなかった。こうした事情からも，高等

教育と経営実務との関係は，つねに希薄なものとなってきた。また大学研究者の教授への昇進

の条件である教授資格論文制度（Habilitation）にみられる厳しい，また長い研究プログラムが

長期的な実務経験の可能性を排除したので，学問的に高度な能力をもつ人物が実際の経営との

いかなる現実的な接触もなしに教授に昇進するという事情もあった
102）

。

　そのような状況のもとで，産業界から大学の制度改革の要求がなされてきたが，全体的には，

1945 年以降もドイツの大学制度は維持され，そのすぐれてアカデミックな性格を強化さえし

てきた。それゆえ，財界は代替的な解決策を求めなければならず，その最も有力な代替案とさ

れたのがアメリカモデルであった。しかし，以下でも詳しくみるように，その移転のプロセス

は，アメリカの実践の全面的な規模での採用よりはむしろ，適応という結果となった
103）

。

　このように，経営教育，経営者教育・管理者教育の変化の背後にある最も重要な諸要因は，

その国の教育制度全般，経営のスタイルや，国境を超えた学習の伝統のあり方のような文化的

な諸要素と同様に，経営教育のシステムの強さにあった
104）

。ドイツでは，戦後になっても大学

が経営教育において積極的な役割を果たすことは少なく，ビジネススクールのようなアメリカ

の国際的な経営教育の形態を模倣したのではなかった。ドイツ人が尊重した経営者の特性の獲

100）R. R. Locke, The Collapse of the American Management Mystique, Oxford University Press, Oxford, 
1996, p.76.

101）R. P, Amdam, Introduction, R. P. Amdam (ed), op.cit., pp.4-6.

102）R. R. Locke, op.cit., pp.74-5.

103）M. Kipping, op.cit., p.99, p.101.

104）R. P, Amdam, op.cit., p.11. 
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得のために，経営者たちは，アメリカとは異なる教育の道を歩むことになった。彼らは，法律，

経営経済学やとくに工学といった就職前の教育をベースにした科目にその学習を集中してお

り，全般的な経営の問題のかわりに専門的なトピックスを研究する短期の教育コースにおいて，

就職後の経営者養成教育を受けたのであった
105）

。それだけに，業界団体や企業自身の職業訓練

学校による教育
106）

，アメリカで開発された経営者・管理者養成のための教育・再教育の手法の

導入が，実践的には大きな意義をもった。

2  アメリカ的管理者教育の導入とその特徴

　以上の考察をふまえて，つぎにアメリカの管理者教育の導入について具体的にみていくこと

にしよう。すでにみたように，日本では主に中間管理者の教育を目的とした MTP の受入国に

あわせた翻案が行われたが，ドイツではこうした動きはみられず，アメリカの管理者教育の導

入では，監督者教育の手法である TWI の導入が中心をなした。それゆえ，TWI の手法の導入

についてみることにするが，ドイツでも，アメリカの教材を基礎にした TWI 教育コースが，

経営内部の労使関係の安定の促進，とりわけ上司と部下の関係の改善，部下への指導，作業方

法や技術的な知識などの仲介に役立った
107）

。

　占領当局はドイツにおいて TWI を導入しており，1948 年 9 月には社員教育の指導者のた

めの教育コースを組織している。TWI プログラムへの関心は，多くの熱狂的な個人によって

伝えられるかたちやボッシュのような少数の企業によって支援されるかたちで，広がった。こ

うした努力の特徴は，彼らが職場における調和的な関係の促進に努力したこと，また経営側と

従業員代表の双方に対して講演を行ったことにある。1953 年半ばまでに合計 160 の指導員教

育コースのセッションが開催されており，指導者らは，ほぼ 8 万人が参加した合計約 8,000

の教育コースを開催している
108）

。1952 年の L. ファウベルの指摘によれば，TWI は，当時はま

だ，しばしばアメリカのヒューマン・リレーションズの理論に基づくひとつの典型的なプログ

ラムとして扱われていた
109）

。このように，技術援助プログラムの枠組みのもとで，アメリカ人

専門家の協力などによって，管理者教育の手法の導入の取り組みがアメリカの援助のもとには

やくに始まっている。

105）R. R. Locke, op.cit., p.98, p.100. ドイツにおけるビジネススクールをめぐる問題については，R. R. Locke, 
Management and Higher Education since 1940. The  Influences of America and Japan on West Germany, 

Great Britain,and France, Cambridge University Press, Cambridge, New York, 1989, pp.164-76をも参照。

106）R. R. Locke, The Collapse of the American Management Mystique, p.78.

107）Vgl. C. Kleinschmidt, a.a.O., S.74.

108）M. Kipping, ‘Importing’ American Ideas to West Germany, 1940s to 1970s, A. Kudo, M. Kipping, H. G. 
Schröter (eds.), op.cit., p.35.

109）L. Vaubel, Unternehmer gehen zur Schule. Ein Erfahrungsbericht aus USA, Droste Verlag, Düsseldorf, 
1952, S.79.
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　もとよりアメリカ技術援助・生産性プログラムの果たした役割は大きく，同プログラムの支

援のもとで，数千人ものヨーロッパの学者や経営者は，アメリカの企業や大学を訪問しそこで

学ぶための比類ない機会を得ており，アメリカからヨーロッパへの経営技術の移転の促進者と

なった
110）

。しかし，同プログラムによる経営者教育・管理者教育に関するプロジェクトでは，

その後同国の企業の協力が停止されたために，同プログラムは，それを補うために，アメリカ

の大学の協力による支援へと転換している
111）

。アメリカの大学は，1951 年には TWI プログラ

ムの組織・運営を引き受けており，大学の参加は，戦後の西ヨーロッパにおける経営者・管理

者の再教育の支援，経営教育の改善のための技術援助・生産性プログラムのキャンペーンにお

いて決定的な役割を果たした
112）

。

　またドイツ経済合理化協議会（RKW）も経営者・管理者の教育・再教育の取り組みに関与し

ており，1950 年代にはアメリカへの旅行やアメリカ人専門家の招聘にもかかわったほか
113）

，

TWI の教育コースも開催している
114）

。さらにレファについてみても，1954 年にはその教育プ

ログラムにおいて TWI の活動が受け入れられており
115）

，TWI プログラムへのレファの要員の

従事は，レファの公式の教育活動にもあらわれている
116）

。レファと TWI との間の長期にわた

る実りある協力は，TWI の教材はレファマンの養成において非常に有益であることを示して

きた
117）

。

　以上の点をふまえて，TWI の導入の具体的な事例をみておくと，化学産業のヘンケルでは，作業指図，

110）J. McGlade, The US Technical Assistance and Productivity Program and the Education of Western 
European Managers, 1948-58, p.28.

111）Ibid., p.19.

112）Ibid., pp.24-5.

113）Council for International Progress in Management (USA), Inc (11.12.1953), National Archives, RG469, 
Mission to Germany, Productivity and Technical Assistance Division, Subject Files of the Chief, 1953-
1956, Program for the TA-B-Project 09-217 Top Management, National Archives, RG469, Mission to 
Germany, Productivity and Technical Assistance Division, Subject Files of the Chief, 1953-1956, TA 
09-217, Berlin Top Management Team (7.10.1953), National Archives, RG469, Mission to Germany, 
Productivity and Technical Assistance Division, Subject Files of the Chief, 1953-1956.

114）Durchführung des TA-B-Projectes 09-216――Management Training, National Archives, RG469, Mission 
to Germany, Productivity and Technical Assistance Division, Subject Files of the Chief, 1953-1956, 
Management Program for Berlin――Management Training Team (22.6.1953), National Archives, 
RG469, Mission to Germany, Productivity and Technical Assistance Division, Subject Files of the Chief, 
1953-1956. 

115）E. Pechhold, 50 Jahre REFA, Beuth, Berlin, Köln, Frankfurt am Main, 1974, S.155, 30 Jahre REFA. 
Vortrag von Herrn Min. -Dir. i. R. Dr. Kurt Magnus auf der Mitglieder-Versammlung in Bad Dürkheim, 
REFA-Nachrichten, 7.Jg, Heft 4, Dezember 1954, S.75.

116）Zur Übenahme der deutschen TWI-Arbeit durch den REFA, REFA-Nachrichten, 8.Jg, Heft 1, März 
1955, S.16.  

117）B. Jaeckel, 10 Jahre REFA-Bundesverband, REFA-Nachrichten, 14. Jg, Heft 6, Dezember 1961, S.222.
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対労働者関係および作業設計（作業改善）の 3 つの TWI のコースが，労働時間内に実施されている。

そこでは，作業設計の教育コースはより大規模なものとなったので，1964 年には初めて企業内再教育

の枠組みのなかで実施されるようになっていた
118）

。またバイエルでは，すでに 1950 年に TWI コース

の導入が決定されているが，TWI システムの目標は，部下に簡単かつ迅速に仕事を教え込みまた彼ら

を人間的に適切に管理しうる方法を職制，とくに職長と組長に習熟させることにあった
119）

。同社では，

TWI システムにおいては，その教育の目的とならんで，工場内部の良好な人間関係の創出・維持のた

めの方法が重要であるということが強調されており
120）

，TWI はヒューマン・リレーションズの問題と

も深いかかわりをもって展開された。TWI コースへの参加者の間では，人事管理の領域の指導・刺激

が絶対的に必要であること，また TWI の方法はそれにとって有益な方法であるという点で意見が一致

していたとされている
121）

。

　ヒューマン・リレーションズやミドル・マネジメントの企業内再教育の問題を含めた類似のプログラ

ムは，グランツシュトッフ，フォルクスワーゲン，ヘンケル，バールゼン，コンチネンタルなどの他の

企業でもみられた。1950 年代の TWI コースないし職長教育コースの導入においては，アメリカの影響

は非常に大きかった。1950 年代半ば以降にこれらの企業で導入された職長の教育コースや再教育コー

スは，内容面でも形態の面でも，戦前のものとは異なっていた
122）

。またグランツシュトッフでは，アメ

リカの新しい生産方法，販売方法の採用は，情報の経路と職場内訓練の改善を必要にしたが，この領域

でもアメリカの発展にしたがった
123）

。

　また 1950 年代の若い管理者の不足のたえまない強まりは，アメリカの組織的な管理者教育の経験を

採用するという考えへと導いた。ジーメンスの人事部長である R. マイネは，アメリカモデルに基づい

た職業訓練・継続的な教育プログラムの強化とジーメンス全体の教育活動の集中化を求めた。1956 年

にジーメンスは管理職位のための若い人材・管理者の予備的教育を導入している。また 1959 年にはそ

のマスター・ウイークス・コースが，60 年にはローワーおよびミドルの管理者のための情報提供を目

的とした講演会が開始されている
124）

。さらに繊維産業のオッフェンブルク紡績・織物会社でも，1954

年までは正式な教育訓練プログラムは存在しなかったが，同年には TWI プログラムを採用する計画が

進められている
125）

。

118）Betriebliche Ausbildungs- und Bildungsarbeit (5.7.1960), S.2, Henkel Archiv, K160, Niederschrift über 
die Meisterbesprechung Nr.11 vom 17.11.64, S.2, Henkel Archiv, K160.

119）TWI (Training within Industry)-System, S.1, Bayer Archiv, 210-001, TWI (Training within Industry)-
Kursus, Bayer Archiv, 221/6.

120）TWI (Training within Industry)-System, Bayer Archiv, 210-001, S.2.

121）TWI (Training within Industry)-Kursus, Bayer Archiv, 221/6.

122）C. Kleinschmidt, a.a.O., S.192-4.

123）C. Kleinschmidt, op.cit., p.185.

124）W. Feldenkirchen, op.cit., p.128.

125）Labor and Human Relations Survey Report for Spinnerei und Webrei Offenburg A. G. (3.3.1954), 
National Archives, RG469, Productivity & Technical Assit Division Labor Advisor Subject Files 1952-54, 
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3  アメリカ的経営者教育の導入とその特徴

　つぎに経営者の教育・再教育の手法の導入についてみると，大部分のアメリカの機関と共通

するような経営幹部の養成プログラムはドイツの大学にはまったくみられなかったので，ごく

わずかの大学は，1966 年には経営者向けの短期のセミナーの提供を開始した。そこでも，経

営者教育の開発のかなり多くをアメリカの例に負っていた。ただプログラムの内容や教育方法

などの自由度の確保や実務志向の導入という実業界の意図を反映して，それらのコースは，大

学の制度の外側で開催された。それらは産業によって構想された線に沿ったものであったとい

う点が，重要な特徴をなしている。こうした経営者養成プログラムは，企業の内外において，

ドイツにおける大学教育やトップ・マネジメントの企業内の選別の過程を補完したのであっ

た
126）

。例えば業界団体などの協会による現役の経営者のための 3日から 5日までの一連の短期

教育コースでも，ドイツの大学教授がある専門領域で非常勤の講義を行うことによって再教育

に個別に参加しているケースもみられた。しかし，講師の大部分は現役の経営者であり，そう

した再教育は，アメリカとは異なり，現実には学界を排除したかたちで行われた
127）

。例えば

1956 年の技術援助プロジェクトの文書でも，アメリカにおける経営者教育の重点は大学であっ

たのに対して，ドイツでは大学以外のところであったとされている
128）

。

　このように，アメリカの方式の導入においてドイツの大学が大きな役割を果たすことはほと

んどなく，アメリカの大学や機関との接触，協力が重要な役割を果たした。そこでも，そのよ

うな取り組みは，民間企業や産業団体がイニシアティブを発揮するかたちですすめられた。経

営者の養成のための専門機関の設立やそれをとおしての教育システム・体制の確立を視野に入

れた産業団体による取り組みしては，つぎのものが代表的であった。すなわち，1951 年およ

び 52 年のバーデン・バーデンでの 2 つの経営者討論会，55 年のバーデン・バーデンセミナー

やヴッパータール・サークルとして知られるゆるやかな活動グループなどである
129）

。バーデン・

バーデンセミナーは，アメリカの経営方法の議論や産業レベルの促進のための討論会を提供し

た
130）

。またドイツ工業連盟（BDI）によって 1953 年に設置された作業部会は，ハーバード・ビ

TA-Work.

126）M. Kipping, The Hidden Business School, pp.104-8.

127）R. R. Locke, The Collapse of the American Management Mystique, p.78.

128）Projekt 329/1-329/4: Ausbildung von deutschen Lehrkräften auf dem Gebiet der Betriebsführung 
in USA (24.11.1956), National Archives, RG469, Mission to Germany, Productivity and Technical 
Assistance Division, Subject Files of the Chief, 1953-1956.

129）M. Kipping, The Hidden Business School, pp.102-3, Förderung des Unternehmernachwuchses,  
Jahresbericht des Bundesverbandes der Deutschen Industrie 1. Mai 1954-30. April 1955, Köln, 1955, 
S.101-2, Förderung des industriellen Führungsnachwuchses, Jahresbericht des Bundesverbandes 

der Deutschen Industrie 1. Mai 1955-30. April 1956, Köln, 1956, S.86, S.88, Die Förderung des 
industriellen Führungsnachwuchses, Jahresbericht des Bundesverbandes der Deutschen Industrie 1. 

Mai 1958-30. April 1959, Köln, 1959, S.85.

130）C. Kleinschmidt, op.cit., p.184.
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ジネス・スクールなどを含む多くの外国の例を研究した。しかし，最終的には，同作業部会は，

それらの制度を模倣するのではなく，知識の伝達，トップ・マネジメントの 2 世代間の意見

交換のための特殊ドイツ的な方法を生み出すことを決定している
131）

。

　ドイツでは，正式な経営者養成のプログラムをみた場合，それらはすべて実業界によって確

立されてきたという傾向がみられる。その重要な理由のひとつは，そのような訓練の真の役割

は企業家としての姿勢や精神，価値観などを教え込むことであるという信念にあった
132）

。バー

デン・バーデンセミナーは，討論会やセミナーによって経営者の再教育のための意見交換や議

論，経営者の 2 世代間の意見交換や経験交流の可能性を提供するとともに，商科大学の教育

における実務との関連性の欠如を少なくとも部分的に補完しようとするものであった
133）

。

　またドイツ経済合理化協議会も経営者教育の手法の導入のための取り組みに関与した。例え

ば 1953 年 11 月には，33 人のベルリンのトップ・マネジメントおよびその補佐役が，「経営

開発」についてアメリカの経営コンサルタントの話を聞き議論するために，同協議会のベルリ

ン支部に集まっている。それを機に 7 週間のセミナーが開催されているが，それは，各企業

の経営者・管理者のよりよい教育の必要性への対応として行われたものでもあった
134）

。さらに

コンサルタント的機能や仲介的機能を果たす機関の関与もみられ，例えば人材開発を担当する

ドイツのカール・デュイスベルク社は，1950 年代に，専門労働者や技師や販売担当者などの

アメリカへの派遣，ドイツへのアメリカ人の招聘，さまざまな催しによるアメリカの専門家と

の経験交流に取り組んでいる。なかでも，1956 年には，ハーバード・ビジネス・スクールと

の協定によって，アメリカからの来訪と同国への訪問のプログラムが企画されている
135）

。

　そのような企業をこえた取り組みとならんで，1950 年代には，多くのドイツ企業は，自ら

の経営者教育・管理者教育の制度化も行っている
136）

。企業内部の教育の活動も一層強化されて

いるが，それらも，少なからずアメリカを手本としたものであった。それには，アメリカのケー

131）M. Kipping, ‘Importing’ American Ideas to West Germany, 1940s to 1970s, pp.41-2.

132）D. Granick, The European Executive, Weidenfeld Verlag, London, 1962, pp.117-8〔中山一馬訳『ヨー

ロッパの経営者』ペリカン社，1967 年，134-5 ページ〕，H. Hartmann, Authority and Organization in 

German Management, Princeton University Press, Princeton, N.J, 1959, p.264.

133）C. Kleinschmidt, a.a.O., S.299, Förderung des industriellen Führungsnachwuchses, Jahresbericht 

des Bundesverbandes der Deutschen Industrie 1.Mai 1955-30. April 1956, Köln, 1956, S.88, Die Förderung 
des industriellen Führungsnachwuchses, Jahresbericht des Bundesverbandes der Deutschen Industrie 

1. Mai 1958-30. April 1959, Köln, 1959, S.88.

134）Management Development in Berlin, pp.1-2, National Archives, RG469, Mission to Germany, Labor 
Advisor, Subject Files, 1952-1954, Field Statistics.

135）Carl Duisberg-Gesellschaft für Nachwuchsförderung e.V., Halbjahresbericht der Geschäftsleitung 
für die Zeit vom 1. April bis 30. November 1955, National Archives, RG469, Mission to Germany, 
Productivity and Technical Assistance Division, Subject Files of the Chief, 1953-1956, A Letter from Carl 
Duisberg-Gesellschaft für Nachwuchsförderung e.V. (18.6.1956), National Archives, RG469, Mission to 
Germany, Productivity and Technical Assistance Division, Subject Files of the Chief, 1953-1956.

136）M. Kipping, The Hidden Business School, p.103.
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ス・メソッドを用いた議論・討議が行われた企業内部の経営セミナーのほか，バイエルでみら

れたようなとりわけ取締役が自らの管轄領域での経験について述べる講習会などがあった。し

かし，民間のイニシアティブによる経済界の努力は，その中心が経験交流におかれていたこと

や科学的な方法での教材の欠如などもあり，1960 年代には不十分であることが明らかになっ

た。そうしたなかで，1960 年代半ばにはビジネススクールの設立をめぐる議論が新たな高ま

りをみることになった
137）

。上述したドイツ経営教育センター設立の最初の試みもドイツにおけ

る教育制度の分権的な構造のために失敗したほか，アメリカを手本としたドイツ初のビジネス

スクールの設立も失敗しているが
138）

，1960 年代後半になってようやくビジネススクールが設

立されることになった。1968年設立の経済大学セミナー（Universitätsseminar der Wirtschaft）は，

ドイツのビジネススクールとして重要な役割を果たしたが，当時は，コブレンツの経営管理大

学を例外として，その種の機関は他には存在しなかった
139）

。

　このように，大学や専門的な経営者教育コースにおけるアメリカの教材の利用は 1960 年代

に始まり，急速に増加したが
140）

，この時期には，ビジネススクールは普及したわけではなかっ

た。ドイツでは，大学で何を学んだかということは経営者の選別や養成にとってあまり重要で

はなく，実務経験や業績に基づく経営者の選別という慣行のもとで，経営者の大部分が同じ会

社での長い年月の就業の後にトップに昇進してきたという事情があった。そのような事情が，

アメリカモデルへの抵抗の強さとビジネススクールという考え方の遅れをもたらした重要な要

因となったといえる
141）

。

4  アメリカ的経営者教育・管理者教育の導入の限界とその要因

　以上のように，ドイツの伝統や社会的な制度の影響はアメリカをモデルとする経営者教育・

管理者教育のための機関・組織の設立や手法の導入の障害をなしたといえる。そこで，つぎに，

この領域におけるアメリカ的方式の導入の限界を規定した諸要因についてみておくことにしよ

う。

　管理者教育では，TWI プログラムの利用が拡大しているが，それはとりわけ職長教育の領

域でみられ，新しい話し合い・コミュニケーションの可能性のかたちやより効果的な情報政策

による労働環境の改善をめぐる諸努力においてであった。しかし，その導入にさいしては，し

137）C. Kleinschmidt, a.a.O., S.300-1.

138）Ebenda, S.78.

139）Vgl. Ebenda, S.306, USW Netwerk: 30 Jahre Managerfortbildung in Schloss Gracht (http://www.esmt.
org/deu/usw.-netwerk-30-jahre-Managerfortbildung-in-schloss-gracht/)（2009 年 3 月 6 日参照）．

140）G. P. Dyas, H. T. Thanheiser, The Emerging European Enterprise. Strategy and Structure in French 

and German Industry, The Macmillan Press, London, 1976, p.112.

141）L. Engwall, V. Zamagni, Introduction, L.Engwall, V. Zamagni (eds.), op.cit., p.11, p.15, M.Kipping, The 
Hidden Business School, p.96.



48 立命館経営学（第 53 巻　第 1 号）

ばしばかなりの受容の問題にも直面した
142）

。TWI はアメリカからやってきたが，その導入・定

着は同国のようにはすすまなかった。それはドイツ人の気質に合わされたのであり
143）

，当面，

ドイツの経営者・管理者の教育・再教育の分散化した個別的な組織については，あまり変わる

ことはなかった。変化したのは企業の再教育の種類と内容であった。それは，例えば最新のア

メリカの経営手法に関する講演や議論が行われる 1 週間ないし数週間のセミナーにミドル・マ

ネジメントおよびより上位の管理者・経営者の専門家や実務家が集まったという点にみられ

る
144）

。

　またアメリカ技術援助・生産性プログラムの枠のなかでの TWI プログラムの実績をその数

でみると，他のヨーロッパ諸国と比べると，明らかに少なかった。旧西ドイツでは，1948 年

秋（西側地域）から 52 年夏までの間に実施された TWI コースは合計で 134 にすぎなかったが，

例えばオランダではその数は 6,000 を超えており，イギリスでは 30,000 以上にものぼってい

る。さらにドイツ企業の参加者も比較的少なかった
145）

。また経営者養成，経営者教育のひとつ

の有力な手段であったビジネススクールのような機関の普及もすすんでおらず，アメリカナイ

ズされることはなかったといえる。ヨーロッパという観点でみても，経営教育，経営者教育・

管理者教育のためのアメリカの運動の総合的な影響は，いくつもの諸要因の複雑なマトリック

スによって規定されていた。そうしたなかで，進歩は，とりわけ個々のプログラムの効果と経

営者や教育家からの抵抗の度合いにかかっていたといえる
146）

。

　マーシャル・プランおよび生産性向上運動の期間のヨーロッパへの経営教育，経営者教育・

管理者教育のアメリカモデルの導入・移転の試みの成果は，わずかの例外を除くと，まったく

控えめであった。近代的な経営教育によって伝統的な形態がある程度とって代えられるにはさ

らに 10 年を要し，その過程においてもドイツ語圏では影響は最も小さかったとされてい

る
147）

。また TWI や経営者教育のアメリカモデルの直接的な移転は，ドイツ企業の経営社会政

策の長い伝統や経営の現実のために成功せず，この領域では，アメリカの開発援助も比較的わ

ずかな効果しか現れなかった
148）

。C. クラインシュミットが指摘するように，ドイツにおける経

営者や管理者の教育・再教育は，アメリカや西ヨーロッパの発展と比較すると，ひとつの「特

殊な道」を示すものであるといえる。「ドイツの頑固さ」は，主に，アメリカのビジネススクー

ルのモデルの低い受容，普及の低い可能性や，徹底した理論志向をもち実務志向の乏しい商科

142）C. Kleinschmidt, a.a.O., S.185.

143）Ebenda, S.75.

144）Ebenda, S.78.

145）Ebenda, S.75.

146）T. Gourvish, N. Tiratsoo, Missionaries and Managers: An Introduction, T. Gourvish, N. Tiratsoo (eds.), 
op.cit., p.9.

147）H. G. Schröter, op.cit., p.121.

148）C. Kleinschmidt, a.a.O., S.79, S.83.
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大学の経済学的教育と関係している。そのようなドイツの道は，「経営のドイツモデル」の部

分として，また「アメリカ式経営」に対するひとつのオルタナティブとさえみることができる

ものである
149）

。

Ⅴ 結　語

　以上の考察において，日本とドイツにおけるアメリカ的経営者教育・管理者教育の導入につ

いてみてきた。それをふまえて，最後に，両国におけるアメリカ的経営者教育・管理者教育の

導入の比較をとおしての結論を示しておくことにしよう。

　経営者や管理者の養成教育において大学がアメリカにおいてのような役割を果たさなかった

という点は，ドイツも日本も共通している。しかし，日本では，当時経営学ブームがおこった

ことが大きな影響を与えることになったのに対して，経営学の長い歴史をもつドイツの大学が

経営者や管理者の養成教育においてあまり役割を果たさなかったことのもつ意味は大きかっ

た。この点は，実務的な観点での経営学教育とビジネススクールの発展の遅れに顕著に示され

ている。

　また日本では MTP や CCS 講座にみられるように受け入れ国にあわせたアメリカ的方式の

翻案や教育コースの開設が行われたのに対して，ドイツではそのような状況はみられない。こ

うした面では，日本においては，ドイツと比べても，そのような修正・適応によってアメリカ

的方式が適合する余地も，また移転先側の受容の用意という点での余地も大きかったといえる。

こうした状況は，日本においてアメリカ的方式の影響が長期におよんだことの重要な要因のひ

とつをなした。このような日本における学習・受容の用意という点については，ドイツでは戦

後改革にもかかわらず企業に関する法制が維持され古い世代の経営者が残存した
150）

のとは異

なり，財閥解体や財界トップの公職追放によって経営者の世代交代がすすんだこと，戦後当初

におけるドイツと比べた場合の企業経営の発展の遅れも深く関係しているといえる。しかし，

そうしたなかにあっても，日本的な集団主義，それを軸とする能率主義，労使関係，現場監督

者の地位・役割の日米の相違などにも規定されて，アメリカ的な定型的教育の方法は修正され

ながら導入・展開されることになった。

　なかでも，TWI の各コースのプログラムは，日本のマネジメントにその独自的なやり方で

影響をおよぼしたが，それは改善提案活動の基盤の創出と関係していた。TWI の「改善の仕方」

に関する教育コースは，改善の考え方という枠組みを教え込むだけでなく，改善のための機会

149）Ebenda, S.398-9.

150）A. Kudo, M. Kipping, H. G. Schröter, Americanization: Historical and Conceptual Issues, A. Kudo, M. 
Kipping, H.G. Schröter (eds.), op.cit., pp.20-1.
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を発見する方法，それを利用するという考え方を生み出す方法，そしてそれらの考えを実践に

移す方法をも人々に教える
151）

なかで，日本独自の改善提案活動が展開されていく基盤，きっ

かけを生み出すことに寄与したといえる
152）

。それは，多くの日本企業が TWI によって開始さ

れた職務改善の運動を追及するために提案制度を導入することになったという点にみられ

る
153）

。

　一方，ドイツでは，企業，経営者の側の経営教育，ことに経営者教育についての考え方や目

的，それらを反映した実業界の意向，企業内の昇進システムのあり方などが，日本以上に大き

な影響をおよぼすことになった。大学での実務性の低い経営教育・経営学教育の代替案として，

実業界によるアメリカ的手法の利用が追求されたが，そこでは，業界団体による経営者のネッ

トワークに基づく知識の伝達，世代間の意見交換の方法が重視された。そのことは，経営者に

求められる素養についてのドイツに特有の考え方と深く関係している。また内部昇進型の企業

内の昇進システム，経営者の内部労働市場の存在という面では，日本とドイツの間には共通性

がみられる。しかし，ドイツでは，技術・品質・生産重視の経営観が強いという要因に加えて，

“Beruf”という「職業」の語源（職業とは「神から召されたもの」）からくる職業観が経営者の独

占性・排他性，経営者の権限のイデオロギー的基盤とも深くかかわって，アメリカのプラグマ

ティズムの考え方を基礎とする経営者教育の手法は，日本において以上に適合的ではなかった

といえる。そうしたなかで，職長教育の領域でのＴＷＩの導入，アメリカや他の諸国と比べて

の TWI の普及の遅れ，ビジネススクールの普及の大きな遅れといった点に特徴が現れた。

　このように，経営者教育・管理者教育の領域においては，日本と比べてもドイツ的な独自性・

特徴が強くあらわれたといえる。大学の教育制度のあり方・伝統や経営教育において大学が果

たしてきた役割，経営者に求められる素養・特性，企業内における昇進のシステムのあり方な

ど，歴史的な過程のなかで形成されてきた制度や伝統のために，アメリカ的なあり方・方式は，

ドイツには必ずしも適合的ではなかったといえる。アメリカ流のプラグマティズムに基づく経

営観，経営風土を反映したかたちでの徹底した「能率主義的」な人事政策のあり方，考え方と

は異なる比較的長期志向の，また技術重視のドイツ的な経営観，経営風土が，戦後にも根底に

おいて流れているといえる。それは，アメリカの強い影響のもとでも，一気に転換されうるも

のではなかった。

151）A. G. Robinson, D. M. Schroeder, Training, Continuous Improvement, and Human Relations: The U.S. 
TWI Programs and the Japanese Management Style, California Management Review, Vol.35, No.2, 
Winter 1993, p.51.

152）この点に関する，例えばトヨタ自動車工業の事例として，根本正夫『トップ・部課長のための TQC 成功の

秘訣 30 ヵ条　環境変化と TQC の点検』日科技連，1992 年，167-8 ページ参照。

153）Japan Human Relations Association, More about Suggestion Systems, Japan Human Relations 
Association (ed.), The Idea Book: Improvement through TEI (Total Employee Involvement), Productivity 
Press, Cambridge, Massachusetts, 1988, p.202.
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　こうして，日本と比べ経営学の長い伝統があり戦後当初において企業経営の発展が日本より

もすすんでいたドイツにおいても，例えばビジネススクール的な経営者や管理者の養成教育が

かつてない重要性を獲得し，本格的に問題となってくるのは，1990 年代以降の「アメリカ化」

の再来という動きのなかでのことである。この点は，グローバル競争と市場原理主義的な行き

方が前面に押し出されるなかで，ドイツ的な経営観，経営のあり方を支える条件が大きく変化

してきたこととも深く関係している。




